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０．はじめに
日本人キリスト者として開発途上国における開発協力に従事しながら神様か
ら強く迫られたことがいくつかある。
まず第一に，日本において聖書を信じる教会が地上の管理及び開発途上国を
視野に入れた自分達の生きる社会に対する預言者としての責任について必ずし
も充分に考えてこなかったのではないかという危機感である。急速に発展して
いるキリスト教主義の民間援助団体も，救済（緊急援助）の必要性は聖書的に
社会的にアピールすることができても，途上国だけではなく日本を含む社会の
発展に対するクリスチャンの態度のとり方という面からは，教会の中に対して
も，外に対しても必ずしも大きなインパクトを与える理論的メッセージ及び手
段を持っているわけではない。
第二に，一般の市民が政府開発援助を中心とした国際関係における日本のな
すべき役割に対してほとんど興味を持っておらず，持っている人もその多くは，
ジャーナリズムを中心として，どちらかというと否定的な見解を持っているこ
とを痛感した。このことは教会の関係者にもかなりの部分共通している。この
ような国内の状況にもかかわらず，国際的な相互依存はますます深まっており，
私たちがより良く生きて行くために経済的に許されている日本人が国民の義務
として途上地域に協力していく必要がある。
確かに，近年開発途上国の貧困問題・環境問題や内戦からの復興に専門家と
して取り組もうとするキリスト者が増加するとともに，専門的技術は持たない
がボランティアとして海外で活動する若者も増えている。しかしながら，この
ような開発や復興の問題について，一般の援助社会や教育界の動向を踏まえた
上でのキリスト教世界観との関係を議論する機会は必ずしも充分ではない。共
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生的働きという視点で開発途上国への援助と伝道の統合も試みられているが(1)，
必ずしも先進国に住むキリスト者の世界観の確立につながるものとはなってい
ない。
筆者自身は学生時代にアジアのクリスチャンから日本のクリスチャンがアジ
アの開発のために働くことを期待されていることを教えられた。また文化的背
景の類似性などから，開発においても宣教においても，西欧人と較べて日本人
がアジアの人々に接して行き易いこと，さらに日本人のアジアの人々に対する
戦争責任もあわせて教えられた。日本が神様の許しを得て経済的繁栄をしてい
る状況の中で，その国家が行っている途上国に対する開発援助にクリスチャン
がかかわっていく責任と祝福（私個人にとって，日本の教会にとって，そして地
上の国家にとって）を知って開発協力に携わるようになったわけだが，この個
人的な召命をキリスト教世界観との関連で整理し，ある程度普遍化した上で，大
学レベルを念頭においた開発教育との関係を位置付けるのが本稿の目的である。
近年開発教育の試みが急速に普及しており，国内外において教育のあり方か
らライフスタイルの見直しに至るまで大きな影響を与えている。本稿において
はまず開発教育の歴史と現状を分析し，わが国に望まれる開発教育，特にキリ
スト教に基づいた開発教育がどのように展開できるかについて考えてみたい。
筆者はこの問題を開発教育にキリスト教の考え方がどのように影響できるかと
いう側面と，キリスト教の信仰告白に内在している開発教育的思考及び要素を
明らかにする側面からどのような議論が可能か分析したうえで，信仰実践につ
ながるキリスト教世界観と開発教育の関係について若干の考察を行いたい。
１．開発教育とは
学校の内外においていわゆる開発教育が様々な形で試みられているが，開発
教育という言葉が現在わが国の社会及び学校教育において認知されているかど
うかは甚だ疑わしい。全国の開発教育の試みの経験を繋ぎ，国内外の情報の収
集・提供を目的として1982年12月に結成された開発教育協議会は開発教育を以
下のように定義している(2)。
「（開発教育は）『これから21世紀にかけて，早急に克服を必要としている人
類社会に共通な課題，つまり低開発について，その様相と原因を理解し，地球
社会構成国の相互依存性について認識を深め，開発をすすめていこうとする多
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くの努力や試みを知り，そして開発のために積極的に参加しようという態度を
養うことをねらいとする学校内外の教育活動』だと要約することができます。
したがって，開発教育は単に途上国に関する知識量を増やしたり，またそこに
住む人々に対するあわれみの感情を強調することでもありません。 むしろ途
上国に広範に見られる貧困や抑圧を地球規模の不公正としてとらえ，その原因
がしばしば工業諸国の中に存在することを学び，問題に気づいたら自分として
どうすればいいのかを考える，そしてその問題の解決にすすんで参加していこ
うとする関心や態度を養うことにねらいと本質があるといえます。」
もともと開発教育はヨーロッパの開発援助にかかる民間団体（ＮＧＯ）がそ
の活動資金を募るために開発途上国の情報を市民に流したことから始まってお
り学校の中で始められたものではないが，最近になって国の政策の中で開発援
助担当官庁と教育担当官庁の資金協力のもとでＮＧＯが学校の中で開発教育を
行う例も出てきている(3)。
1975年に出された国連情報委員会の文書によれば，開発教育とは「人々がそ
れぞれの地域社会，国そして世界の開発に参加できるようにする」ことが目標
であり「地域社会や国，国際社会の状況を，それぞれの社会的，経済的，政治
的手続きを理解した上で批判的に自覚する」ことが含まれる(4)。関連して日本
では開発途上国の総合的な理解，低開発の諸様相とその原因についての理解及
びその克服と人間社会の均一な発展を目指す態度を養うことという定義も試み
られているが，これは教育の態度目標を前面に出した定義である。
すなわち，途上国に対する知識を増やしたり，そこに住む人々にあわれみの
感情を持つことではなく，途上国を中心とした広範に見られる貧困や抑圧の現
象を地球規模の不公正ととらえ，その原因が私たちの日常生活の中にあること
に気づき，気づいたらその問題の解決にどうかかわっていけば良いのかを考え
行動する態度を養うことが目標となっている(5)。
一方，教師が生徒に，リーダーがメンバーに一方的に知識や技術を伝達する
トップダウン型の教育に対して，メンバーが自分で事実を認識し，考え，意見
を表明・交換し，行動を決定していく参加型の教育という考え方もある。人間
一人一人が持つ内在的な能力やコミュニティーが持つ潜在能力を引き出すファ
シリテイターの育成も開発教育の範疇に含まれる。このような教育の手法を問
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題にした定義も試みられている。
これに対して，開発教育とは外務省などがこれを評価し政策実施に利用する
ために積極的にアプローチしているもの，一部の開発教育のように正しい認識
なしになにがしかの行動ができるようにする類の行動が前面に出る教育は危険
である，等の批判も社会科教育の学会で議論されている(6)。大学レベルでのキ
リスト教世界観の確立と開発教育の関係を議論するときにはこの社会に対する
正しい認識と行動するための技能をどう身につけさせるかが大きな問題となろ
う。
さらに，急激に増加したわが国の開発途上地域に対する援助の効果的・効率
的実施のための開発援助人材の養成を意識した大学院修士過程を念頭においた
開発教育も活発に行われている。この中では，総合的な視野で開発途上国と先
進国の政策対話が出来る人材，定められた政策の中で技術を用いてプロジェク
トを遂行出来る人材，途上国の中で開発そのものを主体的に企画できる人材の
三つの人材類型が意識されている(7)。関連して，開発援助の必要性を援助の現
場の状況を紹介すること通じて知らせる教育も援助の実施機関と教育者との連
携で勧められている。1960年代には政府開発援助の正当性を訴えるために行わ
れてきたこのような広報活動中心の開発教育は転換点を迎えている。現在は，
援助あるいは経済協力の全体像を受講者に理解させるために企業の海外直接投
資や貿易の問題，さらには構造調整といった情報を提供する努力がなされてい
る。実施機関にとっては広報活動から情報提供への役割の転換が模索されてお
り，ＯＤＡの広報ばかり行う情報センターや，逆に批判ばかりするようなＮＧ
Ｏは淘汰されていくことになるという指摘がなされている(8)。
では，筆者が議論しようとしている開発教育とはどのようなものであろう
か？「地域に根ざして地球に生きる」（Think globally, act locally.）という言葉
が市民権を得て久しい(9)。地域に根ざすということは自らの属する社会や文化
を相対化したうえでそのなかに留まることであろうが，このことは自らとは異
なる社会や文化との出会いなしには実現しないことであろう。また，経済のグ
ローバリゼーションが急速に進み我々の日常生活が国境を越えて他者と密接に
関わっている現状は看過出来るものでは無くなってきている。 特に我々日本
人の場合，その戦争責任を考えた歴史的必然と，カロリーの約三割しか国内供
給できない経済的必然性等から国際理解教育の充実が急務となっている。国内
76
キリストと世界　第９号（1999年）
においても一極集中による都市と地方の格差拡大などの経済社会的な問題やエ
ネルギー多消費社会の限界が議論され始めており，これまでの既存の社会を継
続させることに力点をおく教育では問題解決が困難な状況に直面している。筆
者は開発教育を，事実の分析による社会の状況，特に国際理解に基づいて国内
外の南北問題の解決，さらには個人の尊厳を著しく侵害する不平等の是正のた
めに行動できる人間の養成と考えている。このことは教育の機能的側面から言
い換えると，従来の教育が内在的に持っている既存の価値観や行動様式，方向
性を保存するための要員養成という機能を認識・了知しつつ，その社会の中で
現状の問題点を明らかにして自己を含めた社会の変革を志向する人間の養成を
行う機能も同時に持つ教育と言えよう(10)。
開発教育が議論され始めて20年が過ぎようとしている現在，開発教育及びそ
の周辺領域の教育は初等中等教育を中心に各種の公式非公式の教育活動として
様々な観点からそれぞれの教育目標を掲げて実施されてきている(11)。特に国際
理解教育との関わりの中で地球市民を育てる新しい教育として「開発教育」「環
境教育」「平和教育」「人権教育」「異文化理解教育」等が実施されてきている。
これらの教育はそれぞれ対象とする主要課題は異なるが，互いに重なり合い密
接に関連した分野でありそれぞれの教育が独立して実施されているわけではな
い。例えば「国際理解教育」を教育の三つの領域である知・情・意の教育にあ
てはめて説明すると，他地域・異文化への理解を通じて自らの社会と他の社会
の違いと共通性を知り（知），人間としての普遍性に気づくことによる思いやり
の心を育て（情），その思いやりを通じて他者と協力し，世界に貢献する行動へ
の促し（意）を導くことが国際理解教育の基本的課題とされる(12)。開発教育は，
時代的に後発であるとともに，内容として開発途上地域の開発の問題を多く取
り扱うことに特色があるといえよう。
２．現在日本の教育に求められる開発教育の視点
以上の現状を踏まえ新しい開発教育として，地球的視野を持つ教育，未来志
向性の教育，内容よりも方法を重視する教育が提案されている。
大津(13)はグローバル教育との関連で開発教育が日本において新しいパラダイ
ムであることを説明する際にこれまでの日本の教育を以下のように見ている。
まず，日本における社会科教育が19世紀の国民国家成立と前後して国家の成員
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として国家利益を追求する国民の育成を中心としてきたことから必要以上のナ
ショナリズムを生みだし紛争を生み出す遠因にもなってきたことを反省を指摘
している。地球社会を一つのシステムとみなし，世界の持続的発展を目指す教
育の充実が必要とされている。グローバルスタディーズ等のアプローチとはこ
となり，世界単一国家を目指すのではなく国家の成立を前提としてその構成員
が平和と幸福のために協力する道を探ることも開発教育の目標であり，また開
発教育が現実を踏まえて現代の社会に必要とされる最大の理由である。
時間軸の面からは，社会諸科学の成果を伝達することに中心をおいてきた過
去志向的な教育から，「社会変化を予測し，望ましい意志決定によって未来の可
能性を選択し，現在及び未来の社会の運営に参加していく能力と態度を育てる」
教育への変化が求められている(14)。
空間的な側面から見ると，国際的には「閉じた系としての地球理解」「共通し
たルールもリーダーもいない宇宙船地球号」の前提を受け入れたグローバルシ
チズンシップを育てることが人類生き残りの選択肢であり，国内的には教育基
本法の理念である「世界の平和と人類の福祉に貢献」する人間の育成が求めら
れている。 国民として生きると共に国境を越えて物事が考えられ，行動でき
る人材の養成が求められているわけである(15)。
情報量の飛躍的増大と社会変化の加速化により，学問の成果としての知識の
伝達や社会規範の継承よりも，情報の収集，選択，活用の方法や，激動する社
会の対応の方法を修得することの必要性が認識されつつある。知識は授業者か
ら学習者に与えられるだけでなく，授業者の援助を得ながら学習者自身の諸活
動を通じて探求されるものであろう(16)。
しかしながら，方法論およびプロセスの重視が内容の軽視につながっては教
育を受けた者のよってたつ論点が必ずしもその時点における最善の知見に基づ
くものでなかったり教育者の側の潜在的な偏見を無意識に伝達する危険性もあ
り教育の成果が疑問視される。特に大学教育を論ずる場合にはこの点に留意す
る必要があろう(17)。また，プロセスの重視をしながらも民主主義，人権や平等
ということばを用いて特定の文化的背景のもとでの思想の普遍性を主張した教
育をしてしまう危険性を常に認識しなければならない。行動につながる応用能
力を正確な知識または情報にもとづいて修得させることが実践的な教育には必
要不可欠である。特定の文化に規定されることの危険はキリスト教の歴史の中
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でも反省されていることは後述する。
３．キリスト教学校教育から見た開発教育
教育が社会的機能として持っている社会の持続性を保つ要員の養成と，現状
の問題を分析し認識することから社会を変革していく行動ができる要員の養成
というともすれば相反する目的のバランスを追求することが開発教育に内在し
ている課題である。ある人がキリスト教世界観に基づいて教育を行うと主張す
るのであれば，聖書の宗教が常識や道徳の延長にあるものではなく，時として
学習する者の常識や経験と対立するメッセージを持っていることをまず認識す
る必要がある。学習者側に規準をおいて学習の対象を推し量り解釈するのでは
なく，絶対者なる神から与えられた視点と規準を真理探求の原点におくことが
キリスト教世界観に基づく教育に求められる態度である。特にわが国において
はキリスト教学校教育が明治期においては国家の近代化に奉仕し，戦後におい
ては民主主義国家の成立や資本主義の発展に寄与するものとして社会に好意的
に受け入れられた反面，戦時体制下におけるキリスト教学校における国家から
の迫害と結果としてのキリスト教のメッセージの明確な提示の放棄や礼拝行為
の断念へとつながっていったような，文化や社会に取り込まれる危険は常に認
識すべきである(18)。
聖書から開発教育を見ることは，聖書の福音と社会的改良を同一視するいわ
ゆる社会的福音の立場（キリストは革命家という考え）でもなく，また霊的な
内面の信仰上の事項や魂の平安と社会的な事項や社会活動は全く異なる分野で
ある（宗教は心の中のことを扱う）という視点でもない，本来聖書が持ち，イ
エスキリストが地上の生涯を通じて語り行われた世界観から開発や教育を論じ
ることになる。この観点はわが国のキリスト教主義ＮＧＯも既に行っている議
論であるがこれがキリスト者にも非キリスト者にも充分には理解されておらず，
かつ必要な技能を備えたキリスト者が必ずしも育っていない。では実践のため
に必要な理念と技術とはどのようなものであるのかを本章と次章で議論したい。
〈ローザンヌ誓約と開発教育〉
教会と社会を結ぶ宣教としての開発教育を論ずることは，同時に開発教育に
なぜキリスト教の視点が可能であり有益であるのかを提示することにつながる。
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具体的にローザンヌ誓約から二点見ていきたい。
『第十項・伝道と文化』(19)
世界伝道に必要な諸方策の開発は，想像力にとむ開拓的な諸方法を要求する。
それによって神のもとにあって，キリストに深く根ざしつつ，自己を取り巻く
文化とも密接なかかわり合いを持った教会が起こされるようになる。ところで，
文化は，つねに聖書によって精査され，かつ判定されなければならない。人間
は神の被造物であるゆえに，彼が織り成す文化のあるものは，美と徳性とを豊
かに示している。とともに，人間は罪に堕落しているゆえに，その文化のすべ
ては罪によって汚染されており，その中のあるものは悪魔的でさえある。福音
は，文化相互間に優劣の順位があるとは見ていない。しかし福音は，すべての
文化を福音独自の真理と正義の規準に従って評価し，すべての文化の中で道徳
的に絶対的なものを主張する。宣教団体は，今までしばしば福音と一緒に自国
の文化までも輸出してきた。そのために教会は，時として聖書よりも特定の文
化の拘束のもとに置かれてきた。キリストの伝道者たちは，他の人々に仕える
者となるために，人格的な信任をほかにして，その他すべての点において自己
を無にすることを謙虚に追い求めていかなければならない。そして教会は，た
だキリストの栄光のために，文化を変革し，それを実り多いものにするように，
ひたすら努めていかなければならない。
このように，聖書から見たときに地上の文化に優劣の順位があるとは見てい
ない。そのうえで，キリスト教が多分西欧やアメリカを指すであろうところの
特定の文化と結び付いたことを聖書よりも特定の文化に拘束されたと認めてい
る。さらに，福音をすべての文化を真理と正義の規準で評価する絶対的なもの
と主張し，福音に基づき文化を変革していかなければならないと宣言している。
絶対的規準を持ったうえでの文化の相対化と行動への促しが明言されており開
発教育の目指すところによる異文化理解が明確にされている。
『第五項・キリスト者の社会的責任』(19)
われわれは，神がすべての人の創造者であるとともに，審判者でもあられる
ことを表明する。それゆえに，われわれは，人間社会全体における正義と和解
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のための，また，あらゆる種類の抑圧からの人間開放のための，主の御旨に責
任を持って関与すべきである。人間は神のかたちに似せて造られているので，
一人一人は，人種，宗教，皮膚の色，文化，階級，性別，年齢にかかわりなく，
それぞれ本有的尊厳性を有するものである。したがって，人は互いに利己的に
利用し合うのではなく，尊敬し合い，仕え合うべきである。われわれは，これ
らの点をなおざりにしたり，時には伝道と社会的責任とを互いに相容れないも
のとみなしてきたことに対し，ざんげの意を表明する。たしかに人間同士の和
解即神との和解ではない。社会的行動即伝道ではない。政治的開放即救いでは
ない。しかしながら，われわれは，伝道と社会的政治的参与の両方が，ともに
キリスト者の務めであることを表明する。なぜなら，それらはともに，われわ
れの神観，人間観，隣人愛の教理，イエス・キリストへの従順から発する当然
のことだからである。救いの使信は，同時に，あらゆる形の疎外，抑圧，差別
を断罪する裁きの使信でもある。われわれは，悪と不公正の存在するところで
は，いずれにおいても，勇断をもってそれらを告発しなければならない。人が
キリストを受け入れる時，その人は再生して神の国に入れられるのであり，こ
の不義の世界の真ただ中で，ただ単に神の正義の何たるかをはっきりと語るだ
けではなく，それを現実に押し広めていかなければならない。われわれが主張
する救いは，個人的責任と社会的責任の全領域において，われわれ自身をも変
革していくものである。行いのない信仰は死んだものである。
このようにキリスト者の社会とのかかわりについて，社会的行動が即伝道で
はなく，人間同士の和解が即神との和解でないことを宣言しつつ，社会的政治
的参与もキリスト者の務めであり，悪と不正のあるところではこれを告発し，
現実に神の正義を押し広めていかなければならないと行動を促している。この
前提として神の像（かたち）に似せてつくられた人間の本有的尊厳性を主張し，
現在のヒューマニスティックな人間観に正面からぶつかる形の人権尊重の思想
を提示しており，積極的な対話と行動につながる開発教育の実践を行いうると
言えよう。さらに信仰による救いが個人的責任と社会的責任の全領域において
キリスト者自身を変革するものとしているが後にのべるようにまさにここに開
発教育の入り込む余地と必要性が見られる。
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〈マニラ宣言と開発教育〉
一方マニラ宣言においては，その前半の確認事項(20)の中で，人類が罪のため
に滅びるべき存在であること，キリストの十字架のみが唯一神に至る道である
ことを確認したうえで，神の国を宣べ伝えることは社会的な迫害を追放するた
めの努力を含むことを宣言している。これはキリスト教開発教育に合理性を与
えており，社会的に辺縁化され，経済的に搾取されている人々との連帯を促す
開発教育の目標である。人種，性別，階級による差別についても言及されてお
り，現在の開発教育の重要な視点であるジェンダーについての問題提起も行わ
れいる。
さらに，キリスト教会に対して厳しい態度をとっている政府に対して，「クリ
スチャンが忠実な市民であり国家に福祉をもたらすように努力していること，
福音を伝える方法は公明正大であり他の信仰を持った人々の立場にも理解を持
ち，キリスト教の信仰を強制的に押しつけようとは決して考えず，どのような
宗教にも信教の自由が保証されるよう願っている。」と釈明している。このよう
に，キリスト教の過去が持っている国家権力と結びついた他者に対する信仰の
強制と迫害を率直に認めたうえで，自らの信仰に自信をもって明確に語り行動
できりる人間を育てることこそが開発教育の目標であろう。
教育において考える軸足としてキリスト教をおいた場合，より実践的な教育
を積極的に取り入れていくことが望まれる。キリスト教教義の押し売りではな
く，キリスト教が本来持つ個人的信仰体験に根ざした社会への責任を，社会に
対する関わりの歴史，現状，現時点での限界・問題点と将来への可能性を教育
内容として提供することは真理を追求し行動に移す学問としての実践的な神学
あるいは広義の神学の意義であり，開発教育の位置づけを明確にできるキリス
ト教教育機関の存在が望まれる。
〈筆者の主張する開発教育〉
これまでの議論を踏まえてもう一度実践的な教育との関連での開発教育につ
いて若干議論したい。
第一は開発教育一般で議論されている「エンパワーメント」の問題である。
開発途上国に住む人々は援助を必要とするかわいそうな人々ではなく変革を求
めて闘っている人々であり，先進国に住む人々にとって必要なことはこの運動
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への支援であることを教育の中へ取り入れるべきであるという主張(21)をどう受
けとめていくかという問題である。これによって被抑圧者が力を得ることを目
指すのみならず，先進国において一人一人が社会の変革に参加するために「エ
ンパワー」されることにつながる。このことを神からの召命の中に位置付けて
いく可能性が探られるべきであろう。
第二は「責任」の問題である。開発途上国の抱える様々な問題は先進国にそ
の原因があり，従って先進国に住む一人一人にその責任が問われる問題である
という点をきちんと捉える必要である。この「責任」を知ることによって，特
にキリスト者にありがちな「慈善」としての開発協力が，当然の「義務」とし
ての開発協力へ転換されていくことが可能となるのである。神の呼びかけに対
する呼応としての「責任」(22)と，自らの罪の結果として他者の尊厳を傷つけて
きた自らの責任を罪許された存在としてのキリスト者が責任を持って対応して
いくために必要な知識・技能が開発教育を通じて教育されていかなければなら
ない。
ＴＣＵでは，キリスト教世界観の教育について教授会フォーラムを開いてア
イデンティティーの確立を目指し，報告書は広く意見を募るために公開されて
いる。報告書によると特に国際キリスト教学科の目標として，飢餓や環境の問
題にキリスト教の側から答を出していく大学となりたいとの意思表明がなされ
るとともに，実際問題として学生の就職問題から社会での即戦力を養成できな
い苦渋が表明されている(23)。従って開発援助分野に進む場合は，キリスト教世
界観を共有しない各分野の専門機関にその教育を委ねることになり，この場合
も開発分野に進む場合は基礎知識が要求されるであろう。この点も含めて実践
に向けての開発教育の内容について次章で議論したい。
４．キリスト教世界観の実践に向けて
先にも述べたようにすべてのキリスト者が知るべき内容と，実際に開発援助
に携わる者が知るべき内容には自ずから違いが出てくる。本稿の最後にこの点
について一般的開発教育の議論を踏まえながら提言を行うこととしたい。
〈失敗が許されない開発の現場〉
例えそれがボランティアであっても開発協力の現場に出る場合はその責任を
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認識すべきである。開発援助の現場においてよく聴かれるのはボランティアが
訪問するのは援助関係者にとっても地域住民にとっても迷惑であるという声で
ある。何の知識も技能も持たない者が特に短期間開発援助の現場を訪れること
は，訪れた個人にとっては貴重な経験であり教育の効果は大きいが，受け入れ
る者にとっては本来の開発援助活動に割くべき時間や労力，時には資金までが
外来者のアテンドに取られ活動の停滞を招くことにもつながりかねない。さら
にもっと深刻な問題は，善意の押し売りによって地域の状況を把握していない
外部者が技術すら持たずに入ることによって混乱を起こされた地域にとっては
これをもとにもどすために必要な労力は計り知れない。ボランティアにとって
はいい学習の機会となった小さな失敗でも，住んでいる人々にとっては開発援
助プロジェクトの失敗は取り返しがつかないことなのである(24)。この点はまさ
に社会科教育における議論の争点の一つとなっており(25)，筆者が態度養成や参
加型アプローチを重視し過ぎる現在の開発教育の主流に疑問と危機感を抱く点
である。開発教育に携わるものには常にその関わっていく対象となる人々との
この緊張観と責任感が問われてくるわけである。このことを踏まえてどのよう
な教育が必要なのであろうか？
〈すべてのキリスト者が受けるべき内容と出ていく召命を持っているものが受け
る必要のある内容〉
筆者は先に大学学部レベルの開発教育の内容の可能性を表１のように分類し
た(26)。第一は専門分野別に開発問題を扱う場合であり，第二は専門細分化され
過ぎた個別分野を総合的にとらえ直す試みの結果としての開発問題解決のため
のジェネラリスト養成の教育である。
開発教育の実社会における実践活動を意識した動的な側面を重視した人材養
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表１．学部レベルの開発教育の領域
専門教養型 開発学学際型
学部の教育
内容
目的
連携する大
学院教育
農学・工学・教育・保健などの
従来からの理系学部の教育内容
中等教育までに開発協力志向を
持った者に専門教養を与える
専門性を深める教育または開
発・国際協力の専門教育
政治学・経済学・社会学の基礎分野
にコミュニケーション科目を加える
開発（又は低開発）問題を系統的に
把握する専門教養
問題解決のための専門分野または問
題分析のための専門教育
成の目標について山田(27)は「問題解決能力の提示」「自己発信能力の提示」「共
生意識能力の提示」「情報分析能力の提示」「政治参加能力の提示」「開発経営能
力の提示」の六項目にまとめている。大学における教育を検討する場合，この
分類では問題解決能力としての技術分野の比率が低いことが懸念されるが学部
レベルの専門教養としては充分カリキュラムを検討できるアプローチであるの
で，この目標も意識して，筆者は既存の問題領域別の知識伝授型の教育提示と
の関係を考慮し，教育内容を以下の三分野にまとめてみたい。すなわち，「開発
の必要な現状を知る分野」「現状を変え開発を行う技術分野」「開発の社会との
関係を分析する分野」である。
最初の「開発の必要な現状を知る分野」の教育内容としては「貧困・開発問
題」「人権問題」「環境問題」が三大問題としてあげられる。特に貧困・開発問
題については世界の人口の半分以上が開発途上地域に居住している現在，地球
市民として知らないで済まされる問題では無くなってきている。また，経済の
グローバリゼーションの中で特にアジアを中心とした途上国との関係はどのよ
うな職業につく場合でも最低限の知識を持つことと，その地域に住む人々と共
感できる感性が社会人として不可欠のものとなっており専門的見地からのこの
ような教育が必要とされる。この部分はすべてのキリスト者が受けるべき開発
教育であろう。
「現状を変え開発を行う技術分野」は通常工学部や農学部などそれぞれの技術
専攻の学部で行われる教育が中心となるが，学部レベルで学際的な教育の範疇
で技術・技能的側面を考えた場合，開発学を含む開発教育の観点からは都市開
発・農村開発のような目的別開発計画の手法や管理の方法が含まれよう。
「開発の社会との関係を分析する分野」はうえの二つと重なる部分も多いが，
主たるものとして開発社会学，文化人類学，開発経済学等が含まれる。開発は，
多くの場合，対象となる地域・社会とは異なる規範を持つ外部者の介入によっ
て実施され，これまではそれを当然のこととして文化や社会に関わる問題は必
ずしも議論の対象とされてこなかった。しかしながら，経済援助の功罪が多く
の場面で議論される現在は，大学レベルの開発教育においてもこのような視点
を含めることは不可欠であろう。この点において，開発の最終的目的が地域や
人間の福祉の向上であることを考慮するならば取り扱う際の世界観が重要な課
題となろう。
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５．終わりにかえて
〈開発教育とキリスト教世界観の統合を目指して〉
国際社会を構成する各国・集団のうち資金や技術を持つ国々が持たざる国々
や人々に対して援助をする責任を持つことを原理とする開発援助は，聖書で述
べられている，神様が人を一つの種として造り他の生物と一緒に一つの居住環
境におかれ，人にその管理を委ねられた事実と整合性があることは明かである。
「神が造られたものはみな良い物で，感謝して受けるとき，捨てる物は何一つあ
りません。（テモテ第一の手紙４：４）：父が私を遣わしたように，私もあなた
がたを遣わします。（ヨハネの福音書20：21）」
また，すべての人が神様によって尊厳と価値において平等に造られていなが
ら，現実に深刻な較差が起きている中で，平等の確保叉は回復のために何らか
の調整を行うことは宣教の一端である。「私はこのことによって，他の人々には
楽をさせ，あなたがたには苦労をさせようとしているのではなく，平等を図っ
ているのです。今，あなたがたの余裕が彼らの欠乏を補うなら，彼らの余裕も
また，あなたがたの欠乏を補うことになるのです。こうして，平等になるので
す。（コリント人への手紙第二８章８節～15節抜粋）」ここで彼らの欠乏を補お
うとしている先進国のキリスト者が，途上国の彼ら（住民）の余裕によって補
われていることを感謝すると共に，彼らの欠乏を作り出している原因が他なら
ぬ既存の近代的西欧文化に規定されている多くの先進国キリスト者にあること
を踏まえる必要を重ねて指摘しておきたい。
キリスト者が，キリスト者も含めて日本人の中に根強く浸透している西欧技
術社会信仰と言える世界観と生き方，さらにそこから派生しているかも知れな
い途上国蔑視に対して何らかの発言をし，なによりも開発と低開発の事実と原
因を明確に知ると共に，自らの責任性を追求していくこと，さらに召命を受け
た者が実務に必要な技能を身につけてから現場に出ることが出来るようになる
ことがキリスト教世界観の確立とそれに基づく信仰の実践に向けた開発教育の
大きな目標であろう。
注
(１) 例えば山森鉄直，『キリスト者の共生的働き』，いのちのことば社，1993
（２) 開発教育協議会　『入会のご案内』
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るとともに，深く専門の学芸を教授研究し，知的，道徳的，及び応用能力を展開さ
せることを目的とする。
（18) このような議論は，今橋　朗 「キリスト教教育」 神田・関田・森野編 『総説実
践神学』 日本基督教団出版局　1989，189－215 及び，渡辺信夫 「アジア伝道史に
学ぶ」 信州夏期宣教講座編 『時は迫っている』 いのちのことば社　1995，76－
87
120などを参照されたい。
（19) 宇田進 『福音主義キリスト教と福音派』 いのちのことば社　1993 付録参照
（20) マニラ宣言　21の確認事項抜粋（鍋谷尭爾訳）
２．旧新約聖書は，神の御性質と御旨，贖罪の御わざ，その意味，宣教命令につい
て神が私たちに与えられた権威ある啓示の書であることを確認する。
７．すべての宗教やイデオロギーは，神に至らせる道とはならないことを確認する。
キリストによってあがなわれなけらば，人間の霊性そのものは神に至らせる道では
なく，さばきに至らせる道である。キリストだけが，唯一の神に至る道である。
８．正義や人間的尊厳を奪われた人々，飢えまた，身よりのない人々に具体的に配
慮をすることにより，神の愛を見える形で示さねばならないことを確認する。
９．正義と平和の神の国を宣べ伝えることは，個人的にも社会的にもすべての正義
と迫害を追放するための努力を含むことを確認する。私たちは預言者的な証言をす
ることを恐れない。
13．キリストのからだである教会の肢体である私たちは，交わりの中で，人種別，
性別，階級別による障害を越えなければならない。
18．私たちが生きている社会そのものについて学ぶ義務のあることを確認する。
それは，社会の構造，価値観念および必要性を理解し，より適切な宣教の方策をた
てるためである。
出典：宇田　進　前掲書　281－283
（21) 甲斐田万智子 「イギリスの開発教育」 田島前掲論文に引用
（22) この議論についてはスコットランド教会によるものが一般書店から翻訳され新し
いキリスト教からの世界管理の視点として一般研究者の資料とされている。くわし
くは，スコットランド教会社会・宗教・技術部会調査委員会による「この大地のあ
る限り」（思索社『自然への共鳴』３巻　1990，161－224）参照。このような視点を
わが国のキリスト教開発教育にどのように導入するかが課題であろう。
（23) 東京基督教大学 「第２回教授会フォーラム報告書」 1997，28
（24) 赤阪むつみ 『自分達の未来は自分達で決めたい』 日本国際ボランティアセンタ
ー　1997．特に前書きに著者の経験が述べられている。キリスト教関係者の評価に
はこの視点は少ないのではないだろうか？
（25) 田島　前掲論文　93
（26) 拙著 「大学レベルの開発教育試論」 長崎ウエスレヤン短期大学紀要　Vol. 20
（27) 山田　満　1995 「日本の国際化と開発教育─地球市民型開発協力の担い手づく
り─」 国際教育研究紀要　Vol. 2，45－63
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[Abstract in English]
Development education enabling the establishment
of Christian world views and practice of the faith
Y. Nishikawa
Development education, which has great impact on various aspects of education and
lifestyles, was explained in order to discuss how the education should be implemented
based on Christianity. First, shared nature of development education and Christian
faith was clarified. Next, danger of the negative impacts on the beneficiaries of development,
derived from attitude formation, one of the main objectives of development education,
together with Christian activities intending to practice the faith was identified and
contents of the development education in order to overcome these shortcomings were
introduced. Necessity for Christians for recognizing their responsibility for the development
and reviewing their lifestyles were also discussed.
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〔日本語要約〕
キリスト教世界観確立と信仰実践を
可能にする開発教育
西　川　芳　昭
教育の手法からライフスタイルの見直しに至るまで現代社会に大きな影響を
与えている開発教育の現状を紹介し，キリスト教に基づいた開発教育がどのよ
うに展開されるべきかについて考察した。まず，キリスト教の信仰と開発教育
の思考の共通性を明らかにした。次に，開発教育の大きな目的である態度形成
の側面が実践を目論む信仰とあいまって海外の活動において対象となる地域住
民に否定的に働く危険性を指摘した上で，このような制限を克服する開発教育
の内容を提言した。キリスト者が開発における責任を自覚することと現在の生
活を見直すことの必要性についても合わせて議論した。
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